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（１）財政状況

２　財政状況と構造的課題

市の一般財源である市税、普通交付税、臨時財政対策債発行可能額の合計は、平成２０年
度をピークに１６年間で約29億円（約19％）減少している。

歳 入 　【市税収入・普通交付税・臨時財政対策債の推移（当初予算ベース）】

１　改革の背景

　本市における行財政改革の取組については、平成１８年３月に「亀山市行政改革大綱」を
策定し、とりわけ財務マネジメントについては、平成２２年度の「第１次亀山市行財政改革
大綱」の策定以降、多様化する市民ニーズへの対応や行政サービスの維持向上と財政健
全化とのバランスを図りながら進めてきた。
　一方、新型コロナウイルス感染症対策として配分された交付金事業の実施による歳出の
拡大を始めとして、国際情勢や社会経済状況の影響によるエネルギー価格高騰や物価高
騰、働き方改革の進展による急激な人件費の上昇などの局面の変化は、これまでの財政
運営に大きな影響を及ぼし、市財政の収支バランスを崩す要因となった。
　その結果、令和５年度末時点の財政調整基金残高は、第３次行財政改革大綱に掲げる目
標指標である「２０億円以上」を下回ったほか、令和６年度末においても更に減少する見込
みである。加えて、今後、廃棄物処理施設の更新や新庁舎整備、学校施設等の長寿命化を
控え、財政調整基金の繰入れに依存する財務構造を早急に改善しなければならないこと
は明らかである。
　これらの状況を踏まえ、抜本的な財政構造の立て直しを短期集中的に行うことを目的と
して本方針を定め、現下の厳しい財政状況から早期に回復するため、全庁を挙げて取り組
むものとする。
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人件費、扶助費、物件費は急激に増加しており、コロナ禍前の令和元年度と比較し約２２億
円（約19％）増加している。

　【人件費・物件費の割合の推移と類似団体比較】

　【人件費・物件費・扶助費の推移（当初予算ベース）】歳 出
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（２）構造的課題

歳出のうち、人件費及び物件費の占める割合は、類似団体と比較して大きくなっている。

〇市税を始めとする一般財源は減少している一方、人件費、物件費等が急激に増加して
　 いる。

○行財政改革により、財政運営の強化に向けた取組を進めているが、歳入減少を補う程
 　の効果を上げるに至っていない。

○総合計画を推進する新たな事務事業を展開する一方で、既存事業は前例踏襲となって
　 おり、見直し・縮小・廃止が十分実施できていない。

○状況変化に応じたフレキシブルな事業構築を行う仕組みづくりが弱い。

〇行政サービスの維持や市民ニーズに対応するため、不足する財源を財政調整基金から
　 繰り入れる財政構造となっている。

〇今後も、国際情勢や為替等を背景としたエネルギー・物価高騰等による物件費や人件
　 費、扶助費の継続的な上昇が見込まれる。

歳出のうち、人件費及び物件費の占める割合は、類似団体と比較して大きくなっている。
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　令和６年度から令和１１年度までの６年間を改革期間とする。

　なお、改革期間のうち令和６年度から令和８年度までの３年間を集中改革期間
とし、特に集中して改革に取り組む。

【財政調整基金残高イメージ】

３　改革方針等

（３）改革期間

（１）改革方針

　次の方針を基本とし、徹底した行財政改革の推進により、財政構造の改革に取り組む。

改　革　方　針 持 続 可 能 な 財 政 構 造 へ の 改 革

（２）目標

　今後想定される廃棄物処理施設の更新、新庁舎整備、学校施設等の長寿命化などに備
え、将来に向かって持続可能で安定的な財政基盤を確立するため、「聖域なき歳出削減」
を行う。

目　　　標 聖　域　な　き　歳　出　削　減

数 値 目 標 令和１１年度末財政調整基金残高：２５億円以上

改　革　期　間
令和６年度から令和１１年度までの６年間

【集中改革期間】令和６年度～令和８年度の３年間
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４　取組方針

（令和１１年度末財政調整基金残高：２５億円以上）

（令和６年度当初予算の９０％程度を上限に枠として各部に配分）

▶ 前例踏襲にとらわれないゼロベースからの予算編成

▶ 主要事業といえども聖域としない事務事業の見直し

▶ これまでの行政のかたちを変える「革新的な公民連携

 　・広域連携」

▶ 行政ＤＸの活用による業務の効率化・合理化

▶ 市町合併後２０年経過した今も見直しがされていない

　 事務事業の再構築

                                                             etc.

聖　域　な　き　歳　出　削　減

枠　配　分　方　式　の　採　用

集中改革期間

目 標

手 法

取 組

各課長は、必要額を予算要求するため、
歳入に見合った歳出となっていなかった

各 課 長 予 算 要 求 額

【財政構造改革期間の予算編成】

この範囲内で各課長が予算要求

削減
困難経費

上限額
設定部分

歳
　
入

特　定　財　源

一　般　財　源
歳
　
出

人件費・公債費・
新規増加分　等

上記以外の事業費

特定財源充当分

【これまでの予算編成】

歳　　　入
歳
　
出
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５　推進体制

　財政構造改革骨太方針２０２４を推進するにあたり、行財政改革推進本部の直下に委員

長を市長とする「財政構造集中改革管理委員会」を設置し、この管理委員会において、持

続可能な財政構造への改革を進める。

　さらに、各所属において、当該骨太方針の目標達成に向け、「聖域なき歳出削減」を強力

に推進する。

行財政改革推進本部

【本部長】市長 【統括副本部長】副市長 【副本部長】教育長・消防長

【本部員】部長・部長相当職・課長・課長相当職

行財政改革統括管理委員会

（所掌事項）

次の事項について、審議、決定する。

・行財政改革に係る方針及び実施計

画の策定及び見直しに関すること

・指定管理者制度の導入に関すること

（組織）３名

【委員長】市長

【副委員長】副市長

【委員】教育長

行財政改革推進本部会議

（所掌事項）

行財政改革に係る方針に基づく推進

を図る。

（組織）１７名

市長・副市長・教育長・消防長・政策部

長・総務財政部長・市民文化部長・健

康福祉部長・子ども未来部長・産業環

境部長・建設部長・上下水道部長・危

機管理監・地域医療部長・消防部長・

教育部長・議会事務局長

財政構造集中改革管理委員会

（所掌事項）

持続可能な財政構造への改革を進め

る。

（組織）５名

【委員長】市長

【委員】副市長・教育長・

政策部長・総務財政部長
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